
 

令和７年６月９日 

 

近畿地域における「地域との共生に向けた再エネ発電事業導入

促進の先進事例集」を取りまとめました 

 

 近畿経済産業局では、2050年カーボンニュートラルの実現等を目指し、地域と

の共生を図りながら、再生可能エネルギーの最大限の導入を促す取組を実施し

ています。 

この度、管内自治体と連携した情報連絡会を開催するとともに、再エネ発電事

業の積極的な導入促進に取り組んでいる管内自治体にヒアリング調査を実施

し、10 自治体の先進事例集として取りまとめましたので公表します。各地域の課

題を踏まえた本先進事例集がきっかけとなり、地域と共生した再生可能エネル

ギーの導入拡大が進むことを期待しています。 

 

 

 

 

１．背景と目的 

政府が目指す 2050 年カーボンニュートラルの実現、2030 年度のエネルギーミック

スで示した再生可能エネルギー（以下、再エネ。）導入量（電源構成比 36～38％）

の実現のためには、再エネの主力電源化を徹底し、地域との共生と国民負担の抑

制を図りながら最大限の導入を促すことが重要です。 

本事例集では、再エネ発電事業の積極的な導入促進に取り組んでいる管内自治

体にヒアリング調査を行い、具体的に再エネ発電事業の導入促進を検討されてい



 

る自治体の方々の参考となる先行的な事例を取りまとめました。再エネの導入拡

大に伴い、安全面、防災面、景観や環境への影響など、地域の懸念が顕在化する

中、地域と共生して再エネ発電事業を進めることが重要です。各事例では地域の

課題や今後の展望とともに、肝となるポイントを紹介しています。 

本事例集が活用され、地域と共生した再生可能エネルギーの導入拡大が各地域

において進むことを期待しています。 

 

 

２．今後の展開 

近畿経済産業局では、再エネの導入拡大に伴い発生している各種課題への対応

や新しい動きについて、管内自治体の担当者の皆様と情報共有、議論するために

情報連絡会を開催しています。 

今年度においても、地域における再エネの適正導入を目的として、自治体の皆

様との更なる連携強化を図るとともに、各種イベントの開催や意見交換、本事

例集の周知等を図ってまいります。 

 

（過去の情報連絡会の様子） 
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